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ASEAN 経済共同体（ASEAN Economic Community：以下では AEC と記述す




として定義されている。AEC は 1993 年の ASEAN 自由貿易協定（ASEAN Free 
Trade Agreement：以下では AFTA と記述する）を皮切りとした段階的な経済統
合のプロセスをたどってきており、発足日を境に劇的な制度変更が行われたわけ






























































ASEAN として策定した ASEAN 中小企業開発のための戦略的アクションプラン
（ASEAN Strategic Action Plan for SME Development：以下では ASAP と記述
する）についても記述する。上記記述に合わせてタイの食品加工業を 3 社事例研











文化の 3 つの共同体からなる ASEAN 共同体構想が協議され、中でも AEC はよ
 
1 大辻義弘（2016）『タイ中小企業政策と日本』  書籍工房早山  
2 Regnier, Philippe (2000) Small and Medium Enterprises in Distress: 











第２章では、AEC が ASEAN の産業にどのような影響を与えているのかについ
てすでになされている研究を考察した。石川幸一・清水一史・助川成也（2009）
3は AEC によって自動車や電機といった日本企業にとっての生産拠点の見直しが
必要となる産業に関する研究を行った。また、Park, Ungson and Francisco（2017）
4は ASEAN 内の大手優良企業の経営戦略に関して、Kunanoppadol（2014）5は






は低い。しかしどの産業に関しても AEC の影響は受けることから、AEC に関す
る情報提供が必要と考える。 
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策定された背景と合わせて考察した。中小企業振興計画は 2002 年から 5 か年計
画として策定され、最終目標数値に対して評価を行い、次の 5 か年の目標を設定
している。目標を設定することで支援関係者の意識付けが可能となった。しかし、
























して、官民一体となって「世界の台所（Kitchen of the World）」プロジェクトを
進めている。なぜならば、後発加盟国であるカンボジア、ラオス、ミャンマー、

























振興に関して ASAP を策定し、ASEAN として中小企業振興に取り組む姿勢を見
せると同時に、先発加盟国と後発加盟国との間の格差是正に向けての行動をコミ
ットすることとなった。ASAP は実行の管理にあたりリーダー国を定めている。












第９章では、OECD が考案した ASEAN SME Policy Index を取り上げて、
ASEAN としての中小企業振興政策の分析・評価を考察した。アンケートやイン
タビュー、専門家による評価で政策を分析しており、OECD は ASEAN 全体とし
ては、政策の包括的なアプローチの不足やデータ収集・分析の不足、タイの中小
企業振興政策に対しては、フレームワークはあるが有効的に機能していないと指
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摘した。正確なデータに基づいた政策の立案と同時に、環境の変化に伴う政策の
見直しができるのかどうか、また支援策に関する情報伝達、適切な実施といった
面から、タイの中小企業振興政策は有効的に機能していないと分析した。ASEAN
が経済統合を進める中で同じ分析手法を使用しての分析は有益である。ただ、評
価基準が専門家個人に任せられている点もあり、より公平な分析にすることが課
題である。  
本論文ではタイの中小企業振興政策と AEC が政策立案に与える影響を考察し
た。中小企業振興政策に関する歴史的事実をまとめ、AEC が中小企業の経営戦略
にも政策立案にも影響していることを考察したことは先行事例がない中では成果
である。また、政策の実施には中小企業への情報共有が必要であり、ネットワー
クは有効であることが明確となった。  
 
３．今後の課題  
 
タイが「中所得国の罠」を抜け出し、先進国入りするためには中小企業振興が
より一層重要と考える。国内産業の課題とそのための政策、デジタル経済の発展
と新世代産業の育成を掲げた Thailand4.0とその産業政策を踏まえた中小企業振
興計画については今後の研究課題とする。  
 
